
 

 介護福祉士養成施設留学生日本語学習等支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、県内の介護施設等で活躍できる外国人介護人材を育成するため、介護福

祉士を目指す外国人留学生にカリキュラム外の日本語学習や専門知識の習得等の指導

や支援を行う介護福祉士養成施設に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 

 （補助対象施設） 

第２条 補助対象施設は、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第

４０条第２項第１号から第３号までの規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣の

指定した学校又は知事の指定した養成施設（以下「介護福祉士養成施設」という。）

のうち県内に所在する介護福祉士養成施設とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる団体が行う事業は、補助の対象としな

い。 

 （１）暴力団 

（２）暴力団員が事業主又は役員となっている団体 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 

 

 （補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業、経費及び補助率は、次の表のとおりとする。 

 

事業 経費 補助率 

外国人留学生 

の日本語学習 

等支援事業 

 県内の介護福祉士養成施設が、当該施設の介護福祉士

養成課程に在籍する県内就労予定の外国人留学生に対

し、当該養成課程のカリキュラム外の取組として実施す

る次に掲げる指導に要する経費（他から財政支援を受け

る場合の当該経費を除く。） 

（１）日本語学習 

（２）国家試験対策 

1/2 以内 

 

 （申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、年度ごとに別に定める。 

３ 規則第４条第２項第５号に規定する、知事の定める事項に係る添付書類は、事業実

施計画、事業対象者名簿及び対象経費の内訳が確認できる書類、その他必要と認めら

れる書類とする。 

４ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しな

い。 



 

 

 （交付決定通知書の様式） 

第５条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

 （変更交付申請等） 

第６条 前条の交付決定通知を受けた者が、補助対象事業の内容又は補助対象事業に要

する経費を変更しようとするとき（経費を減額する場合を除く。）は、様式第３号の

変更交付申請書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の変更交付申請書を受理した場合において、内容を適正と認める場合

は、様式第４号の変更交付決定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 

 （交付の方法） 

第７条 この補助金は精算払いで交付する。 

 

 （実績報告書の様式等） 

第８条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、事業終了後１か月以内又は毎年度３月３

１日の早い方の日までとする。 

３ 規則第１３条の実績報告書には、対象経費を支出したことが確認できる書類、及び

事業を実施したことが確認できる書類を添付するものとする。 

 

 （交付額の確定） 

第９条 規則第１４条の交付確定通知書の様式は、様式第６号のとおりとする。 

 

 （補助金の返還） 

第１０条 知事は、この交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取り消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を命ずる。 

 

 （書類の整備等） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした

帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助金の交付を受けた日の属する会計年度の

翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成３０年１月９日から施行し、平成３０年度の補助金から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 



 

  附 則 

 この要綱は、令和３年３月１９日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


